
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

①食料品の物価高騰
に対する特別加算
④消費下支え等を通じ
た生活者支援

令和7年度”心”あるまちへ！活性化キャ
ンペーン商品券事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民の家
計負担の軽減並びに市内における消費の下支えを図るため、全市民に
市内で利用できる地域活性化商品券を給付する。
②市内店舗で利用できる商品券（全市民に10千円）
③・商品券（全市民分）10千円×31,000人＝310,000千円
④市民

R8.1 R8.4以降

2
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

市内小中学校給食費無償化事業

①物価高騰等に伴う子育て世帯支援策として、市内小中学生の保護者
の負担を軽減するため、令和7年4月、5月における学校給食費を無償
化する。
②市内小中学校在籍児童生徒の令和7年4、5月分の給食費無償化に
かかる費用
③給食費無償化にかかる費用 20,105千円
Ⅰ中央市立6小学校児童
1,345人×269円（1食当たり単価）×34食＝12,301,370円
Ⅱ中央市立2中学校生徒
724人×317円（1食当たり単価）×34食＝7,803,272円
Ⅰ及びⅡ合計=20,104,642円
※交付限度額（推奨事業メニュー分） 12,503千円
※一般財源 7,602千円
④市内小中学校児童・生徒の保護者（教職員分を除く）

R7.4 R7.5

3

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

令和7年度中央市介護サービス事業所等
支援金交付事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている介護サー
ビス事業所等に対して、安定的な利用者へのサービス提供ができるよ
う支援金を交付する。
②介護サービス事業所等支援金及び事務費
③・支援金　4,550千円（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
　（1）施設サービス：7施設×300千円＝2,100千円…A
　（2）居宅サービス：21施設×100千円＝2,100千円…B
　（3）居宅介護支援事業所：7施設×50千円＝350千円…C
　・事務費　24千円
④市内に所在する介護事業所

R8.3 R8.4以降

4

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

令和7年度中央市福祉施設等物価高騰対
策支援金交付事業

①エネルギー及び食料品価格答の物価高騰の影響を受ける市内の福
祉施設等に対して、事業の質の確保及び本市の福祉及び医療の維持
を図ることを目的に、支援金を交付する。
②福祉事業所支援金及び事務費
③・支援金　2,350千円（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
　（1）訪問系障害福祉サービス事業：2事業所×50千円＝100千円…A
　（2）特定計画相談支援事業及び障害児相談支援事業：3事業所×50
千円＝150千円…B
　（3）障害福祉サービス事業　及び障害児通所支援事業：21事業所×
100千円＝2,100千円…C
　・事務費　18千円
④市内に所在する福祉事業所

R8.3 R8.4以降

5

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

令和7年度中央市医療機関等物価高騰対
策支援金交付事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている病院、診
療所及び薬局の事業継続を支援し、地域医療提供体制を維持するた
め支援金を交付する。
②医療機関等支援金及び事務費
③・医療機関等支援金　　9,200千円(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ)
　（1）病院：5,000千円 ×1施設＝5,000千円…A
　（2）一般診療所（有床）：300千円×1施設 =300千円…B
　（3）一般診療所（無床）：100千円 ×15施設 =1,500千円…C
　（4）歯科診療所：100千円×13施設＝1,300千円…Ｄ
　（5）薬局（開設許可有）：50千円×22施設＝1,100千円…Ｅ
　・事務費　30千円
④市内に所在する病院、診療所及び薬局

R8.3 R8.4以降

6

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

令和7年度中央市保育施設等支援金交付
事業

①私立保育施設等におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響による負担増を軽減し、安定的な保育サービスの提供を支援する
ための確保を目的に、支援金を交付する。
②私立保育施設等支援金及び事務費
③・支援金1,200千円(A＋B＋C)
　（1) 認定こども園  300千円 × 3施設 ＝ 900千円…A
　（2) 小規模保育事業所 50千円 × 4施設 = 200千円…B
　（3) 放課後児童クラブ  100千円 × 1施設 = 100千円…C
　・事務費　14千円
④市内に所在する民設民営保育所等

R8.3 R8.4以降

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


